
平成２９年１月１９日 

株式会社 高 知 銀 行 

高 知 市 堺 町 ２ 番 ２ ４ 号 

 

各  位    

 

生 命 保 険 の 新 商 品 の 取 扱 い に つ い て  

 

高 知 銀 行（ 頭 取  森 下 勝 彦 ）は 、生 命 保 険 の 新 商 品 の 取 扱 い を 下 記 の と

お り 開 始 い た し ま す の で お 知 ら せ い た し ま す 。  

新 た に 取 扱 い を 開 始 す る の は 、日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 を 引 受 会 社 と す る

「 デ ュ ア ル ド リ ー ム 」 で す 。  

当 行 は 、こ れ か ら も 商 品 ラ イ ン ア ッ プ の 拡 充 を 図 り 、お 客 様 の 多 様 な ニ

ー ズ に お 応 え で き る よ う 努 め て ま い り ま す 。  

 

記 

 

１ .取 扱 開 始 日  

平 成 ２ ９ 年 １ 月 ２ ３ 日 （ 月 ）  

 

２. 取扱商品 

 

商品名 

デュアルドリーム 

（ニッセイ指定通貨建年金原資確定部分付変額年金保険（米ド

ル建・豪ドル建）） 

引受保険会社 日本生命保険相互会社 

 

 

 

 

 

 

主な特徴 

① 基本保険金額（一時払保険料）を「定率部分」と「運用実績

連動部分」に分けて運用する外貨建の変額年金保険です。 

② 指定通貨は米ドル・豪ドルから加入時に選択が出来ます。 

③ 年金原資は、「定率部分」によって基本保険金額（一時払保

険料）と同額が指定通貨建で最低保証されます。さらに「運

用実績連動部分」による上乗せの成果が期待できます。 

④  運用成果を円で確実に確保したいというお客様のニーズに

お応えするため、お客様があらかじめ目標値を指定しておけ

ば、契約日から１年を経過した日以後、年金開始日の１カ月

前の前日まで解約払戻金の円換算額が指定した目標金額に

到達したとき、自動的に円建定額年金保険に変更します。 

⑤ 死亡保障は円建死亡保険金特約を付加することで、基本保険

金額（一時払保険料）の円換算額（円入金特約を付加した場

合は円払込金額）を死亡保険金として最低保証をすることが

できます。 

こうぎん 

 



３．主な取扱条件 

商品タイプ 一時払変額個人年金保険（外貨建） 

対象通貨 米ドル建・豪ドル建 

据置期間 １０年・２０年 

契約年齢 ０歳～７５歳（満年齢） 

据置期間１０年 ７５歳以下 

（円建死亡保険金特約を付加する場合、７０歳以下） 

据置期間２０年 ７０歳以下 

   （円建死亡保険金特約を付加する場合、６０歳以下） 

保険料払込方法 一時払 

基本保険金額 

（一時払保険料） 

10,0000米ドル・豪ドル～7億円（円換算額） 

＊円換算額については、契約日が属する年度における日本生

命所定の為替レートを用いて計算 

年金の種類 申込時：確定年金５年 

受取時：確定年金５年・１０年・１５年から選択 

告知 健康告知なし 

 

４．諸費用 

こ の 保 険 に か か る 費 用 は ご 契 約 時 、据 置 期 間 中 お よ び 年 金 支 払 期 間 中 に

ご 負 担 い た だ く 費 用 の 合 計 額 と な り ま す 。  

 

 

①  定 率 部 分 に か か る 費 用  

ご 契 約 の 締 結・維 持 等 に 必 要 な 費 用 な ら び に 死 亡 保 険 金 を 最 低 保 証 す る

た め に 必 要 な 費 用 等（ 保 険 契 約 関 係 費 ）で あ り 、積 立 利 率 を 定 め る 際 、あ

ら か じ め 保 険 契 約 関 係 費 率 等 を 控 除 し て お り ま す 。  

 

②  運用実績連動部分にかかる費用 

項目 概要 費用 時期 

保険契約

関係費 

ご契約の締結・維持等

に必要な費用ならびに

死亡保険金を指定通貨

で最低保証するための

費用等です。 

特別勘定資産の総額

に対して年率1.85％ 

左記の年率の１/365

を特別勘定資産の総

額から毎日控除しま

す。 

資産運用

関係費 

特別勘定の運用にかか

わる費用であり、投資

対象となる投資信託の

信託報酬等が含まれま

す。 

信託報酬は、投資信

託の純資産総額に対

して、年率0.20％（税

抜） 

左記の年率の1/365

を投資信託の信託財

産から毎日控除しま

す。 



③  年金支払期間中の費用 

次の費用を控除したうえで年金額は計算されます。 

年金の種類 指定通貨で受取る場合 円で受取る場合 

５年確定年金 責任準備金に対して0.765％ 責任準備金に対して0.051％ 

１０年確定年金 責任準備金に対して 0.345％ 責任準備金に対して 0.230％ 

１５年確定年金 責任準備金に対して 0.227％ 責任準備金に対して 0.151％ 

 

④  通貨を換算する場合等の費用 

指定通貨建のご契約に加入することで生じる費用 

一時払保険料のお払込みの際や、年金、死亡保険金、解約払戻金等のお受取り

を指定通貨で行う際、送金手数料、引出手数料等の費用が別途必要となる場合が

あります。当該費用は取扱金融機関によって異なります。円入金特約、円支払特

約、円建死亡保険金特約を付加する場合、および定額円建年金保険へ変更する場

合、日本生命所定の為替レートを適用します。日本生命所定の為替レートには為

替手数料が反映されており、当該手数料はお客さまの負担となります。 

項目 日本生命所定の為替レート 

（平成２８年１０月現在） 

円入金特約を付加して保険料を払込む場合 ＴＴＭ+50銭 

円支払特約を付加して年金、死亡給付金、

解約払戻金等を受取る場合 

ＴＴＭ-50銭 

円建死亡保険金特約を付加して死亡保険金

を受取る場合 

ＴＴＭ-50銭 

定額円建年金保険へ変更する場合 ＴＴＭ-50銭 

 

なお、当商品には上記以外にも解約時にかかる費用等もございます。ご検討に

あたっては必ず「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）兼商品パンフ

レット」と「例表または提案書」をあわせてご覧ください。 

当商品の詳細や留意点等につきましては、以下ＨＰでもご確認いただけます。 

・「デュアルドリーム」（日本生命保険相互会社） 

https://www.nissay.co.jp/kojin/shohin/madohan/dualdream/ 

 

５ .取 扱 店 舗     全 店 （ イ ン タ ー ネ ッ ト 支 店 を の ぞ く ）   

 

 

 

 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

高知銀行 営業推進部 

担当：吉永 TEL 088-871-1134 



【その他、保険加入にあたってご確認いただきたい事項】 

 

〇市場リスクについて 

＜定率部分＞ 

この保険では、指定通貨および据置期間に応じて定める外国国債等を中心に運用

することで定率部分の積立金額を増加させますが、一般に国債等の資産価値は、

投資時点よりも市場金利が高くなると減少し、逆に投資時点よりも市場金利が低

くなると増加します。そのため解約払戻金額を計算する際、その時の市場金利に

応じて計算される定率部分の運用資産の時価と、解約払戻金計算基準日の定率部

分の積立金額との乖離を調整します。（市場金利調整といいます。）その結果、解

約払戻金計算基準日の市場金利により、定率部分の積立金額に市場金利調整を適

用して計算される金額が、定率部分の積立金額を下回ることがあります。 

 ＜運用実績連動部分＞ 

この保険の運用実績連動部分は、特別勘定で運用されます。特別勘定は、国内外

の株式、債券等を実質的に投資対象とするため、株価の下落や、金利変動による

債券価格の下落、為替の変動等により、特別勘定資産が減少することがあります。

その結果、運用実績連動部分の積立金額が減少することで、年金額や死亡保険金

額、解約払戻金額が、運用実績連動部分の積立金額がご契約時から増減しなかっ

たものと仮定した場合に計算される年金額、死亡保険金額、解約払戻金額を下回

ることがあり、損失が生じる可能性があります。 

  

○解約のリスクについて 

 この保険の解約払戻金額は、定率部分の積立金額に市場金利調整を適用して計算

される金額と、特別勘定の運用実績にもとづき日々増減する運用実績連動部分の

積立金額との合計額から、解約控除額を差引いた金額となります。したがって、

解約払戻金額は一時払保険料を下回ることがあり、損失が生じる可能性がありま

す。 

  

○為替リスクについて 

為替レートは日々変動していますので、年金、死亡保険金、解約払戻金等をお支

払時の為替レートにより円換算した金額が、ご契約時の為替レートにより円換算

した一時払保険料や年金、死亡保険金、解約払戻金等の金額を下回ることがあり、

損失が生じる可能性があります。  

  

○預金との違いについて 

 この商品は、日本生命を引受保険会社とする生命保険商品です。預金とは異なり、

預金保険制度の対象ではありません。 

 

 

  



○お客さまにご負担いただく諸費用について 

 この保険のお客さまにご負担いただく諸費用等は、年金開始日前は、「定率部分

にかかる費用」と「運用実績連動部分にかかる費用」、年金開始日以後は、「年金

支払期間中の費用」となります。このほかに記載の費用等は、特定のお客さまに

ご負担いただく費用です。 

    

■ご契約の際の留意事項 

○解約払戻金額は、一時払保険料を下回ることがあります。 

○当資料は商品・制度・サービスの概要を説明したものです。 

○ご検討にあたっては、「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）兼商品

パンフレット」と「例表または提案書」をあわせてご覧ください。 

○募集代理店（金融機関）および募集代理店の担当者は、保険契約締結の代理権

を有さないため、お申込みを承諾する権限がなく、ご契約を成立させることがで

きません。したがって、ご契約はお客様からのお申込みを日本生命が承諾したと

きに成立します。 


